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△ 16,056

小　　　　　　　計 4,697,484 3,304,553 1,392,931 42.2

漁 業 集 落 排 水 事 業 96,931 94,347

一　　　般　　　会　　　計 21,074,000 20,777,000 297,000 1.4

2.8

特
　
別
　
会
　
計

後 期 高 齢 者 医 療 982,606 954,006 28,600 3.0

小　　　　　　　計 8,542,900 8,450,752 92,148 1.1

国 民 健 康 保 険 3,958,429 4,049,950 △ 91,521 △ 2.3

初 島 財 産 区 4,314

令和７年度一般会計、各特別会計及び企業会計の歳入歳出予算額は、下表に示す
とおり、一般会計２１０億７,４００万円、特別会計８５億４，２９０万円、企業
会計４６億９，７４８万４千円、合計３４３億１，４３８万４千円で、前年度と
比較して、１７億８，２０７万９千円(５．５％)の増となっています。

（１）各会計予算額
（ 単位：千円 ）

会　　　計　　　別 令和７年度 令和６年度 比　　較 増 減 率

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （％）

4.5

合　　　　　　　　　計

4,196 118

3,597,551 3,442,600介 護 保 険

2,584 2.7

154,951

34,314,384 32,532,305 1,782,079 5.5

企
業
会
計

△ 1.9

病 院 事 業 3,763,648 2,357,245 1,406,403 59.7

上 水 道 事 業 836,905 852,961

一般会計

21,074,000千円

国民健康保険

3,958,429千円

介護保険

3,597,551千円

後期高齢者医療

982,606千円

上水道事業

836,905千円

病院事業

3,763,648千円

その他会計

101,245千円

各会計予算規模

１．予算の規模
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【歳入予算額】

自主財源　55.2％

依存財源　44.8％

合　　　　　　計 21,074,000 100.0 20,777,000 100.0 297,000 1.4

0 0.0

　20. 諸 収 入 276,232 1.3 308,527 1.5 △ 32,295 △ 10.5

　19. 繰 越 金 1 0.0 1 0.0

1,000 0.0

　18. 繰 入 金 3,214,911 15.3 4,250,926 20.5 △ 1,036,015 △ 24.4

　17. 寄 付 金 4,506,500 21.4 4,505,500 21.7

82,678 7.9

　16. 財 産 収 入 38,176 0.2 16,506 0.1 21,670 131.3

　15. 県 支 出 金 1,122,905 5.3 1,040,227 5.0

6,960 7.3

　14. 国 庫 支 出 金 2,379,420 11.3 2,252,336 10.8 127,084 5.6

　13. 使用料及び手数料 102,081 0.5 95,121 0.5

　12. 分担金及び負担金 55,546 0.3 50,664 0.2 4,882 9.6

　11. 交通安全対策特別交付金 1,300 0.0 1,400 0.0 △ 100 △ 7.1

3,700,000 17.8

△ 42,300 △ 65.9

　10. 地 方 交 付 税 3,750,000 17.8

△ 2,200 △ 5.0

　7. 地方消費税交 付金 630,000 3.0 600,000 2.9 30,000 5.0

　6. 法人事業税交付金 41,800 0.2 44,000 0.2

3,500 17.9

　5. 株式等譲渡所得割交 付金 32,800 0.1 10,800 0.1 22,000 203.7

　4. 配 当 割 交 付 金 23,100 0.1 19,600 0.1

　3. 利 子 割 交 付 金 3,500 0.0 1,900 0.0 1,600 84.2

　2. 地 方 譲 与 税 76,464 0.3 90,584 0.4

　1. 市 税 3,419,664 16.2 3,291,408 15.8 128,256 3.9

△ 14,120 △ 15.6

（２）一般会計

( 単位：千円・％ )

款
令和７年度（Ａ） 令和６年度（Ｂ） 比　　較（Ａ－Ｂ）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

　21. 市 債 1,365,200 6.5 423,500 2.0 941,700 222.4

　8. 環境性能割交 付金 12,500 0.1 9,800 0.1 2,700 27.6

50,000 1.4

　9. 地 方 特 例 交 付 金 21,900 0.1 64,200 0.3

市税

3,419,664千円

16.2%

寄付金

4,506,500千円

21.4%

繰入金

3,214,911千円

15.3%

分担金及び負担金

使用料及び手数料

財産収入

繰越金、諸収入

472,036千円

2.3%

地方交付税

3,750,000千円

17.8%

国庫支出金

2,379,420千円

11.3%

県支出金

1,122,905千円

5.3%

市債

1,365,200千円

6.5%

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金

843,364千円

3.9%

歳入合計

21,074,000千円

（100.0％)
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【目的別歳出予算額】

　1. 議 会 費 178,722 0.9 177,989 0.9 733

( 単位：千円・％ )

款
令和７年度（Ａ） 令和６年度（Ｂ） 比　　較（Ａ－Ｂ）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

0.4

　2. 総 務 費 3,906,790 18.5 2,978,988 14.3 927,802 31.1

244,200 4.7

　4. 衛 生 費 1,396,736 6.6 1,665,722 8.0 △ 268,986 △ 16.1

　3. 民 生 費 5,410,811 25.7 5,166,611 24.9

54,589 29.6

　6. 商 工 水 産 費 4,792,394 22.7 4,786,803 23.0 5,591 0.1

　5. 農 林 費 239,314 1.1 184,725 0.9

△ 230,108 △ 13.7

　8. 消 防 費 646,658 3.1 662,821 3.2 △ 16,163 △ 2.4

　7. 土 木 費 1,444,918 6.9 1,675,026 8.1

△ 749,647 △ 32.4

　10. 災 害 復 旧 費 265,322 1.3 3 0.0 265,319 8,843,966.7

　9. 教 育 費 1,560,885 7.4 2,310,532 11.1

63,670 5.6　11. 公 債 費 1,201,450 5.7 1,137,780 5.5

0 0.0

合　　　　　　計 21,074,000 100.0 20,777,000 100.0 297,000 1.4

　12. 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1

議会費

178,722千円

0.9%

総務費

3,906,790千円

18.5%

民生費

5,410,811千円

25.7%

衛生費

1,396,736千円

6.6%

農林費

239,314千円

1.1%

商工水産費

4,792,394千円

22.7%

土木費

1,444,918千円

6.9%

消防費

646,658千円

3.1%

教育費

1,560,885千円

7.4%

公債費

1,201,450千円

5.7%

災害復旧費

予備費

295,322千円

1.4%

歳出合計

(目的別)

21,074,000千円

（100.0％）
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【性質別歳出予算額】

△ 1.6

 義務的経費 ①＋②＋③ 6,862,779 32.6 6,638,401 32.0 224,378 3.4

人 件 費 ( イ ＋ ロ ) 3,002,357 14.3 3,049,867 14.7 △ 47,510

1.4

投資的経費における人件費(ロ) 12,853 0.1 13,328 0.1 △ 475 △ 3.6

合　　　　　　計 21,074,000 100.0 20,777,000 100.0 297,000

予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

繰 出 金 1,441,229 6.8 1,451,699 7.0 △ 10,470 △ 0.7

0.2

投資及び出資金 43,734 0.2 34,758 0.2 8,976 25.8

積 立 金 2,329,745 11.1 2,325,542 11.2 4,203

③公 債 費 1,201,450 5.7 1,137,780 5.5

皆増

 3. そ の 他 5,046,158 23.9 4,979,779 24.0 66,379 1.3

災 害 復 旧 事 業 265,320 1.3 0 0.0 265,320

63,670 5.6

47.3

県営事業費負担金 463 0.0 1,501 0.0 △ 1,038 △ 69.2

単 独 事 業 1,783,083 8.5 1,210,707 5.8 572,376

20.8

補 助 事 業 912,032 4.3 1,019,186 4.9 △ 107,154 △ 10.5

普 通 建 設 事 業 2,695,578 12.8 2,231,394 10.7 464,184

△ 0.6

 2. 投 資 的 経 費 2,960,898 14.1 2,231,394 10.7 729,504 32.7

補 助 費 等 4,070,404 19.3 4,095,354 19.7 △ 24,950

△ 16.0

維 持 補 修 費 175,578 0.8 210,228 1.0 △ 34,650 △ 16.5

物 件 費 3,159,633 15.0 3,759,624 18.1 △ 599,991

②扶 助 費 2,671,825 12.7 2,464,082 11.9 207,743 8.4

①人 件 費(イ) 2,989,504 14.2 3,036,539 14.6

 1. 消 費 的 経 費 13,066,944 62.0 13,565,827 65.3 △ 498,883 △ 3.7

△ 47,035 △ 1.5

( 単位：千円・％ )

区　　　　　　分
令和７年度（Ａ） 令和６年度（Ａ） 比　　較（Ａ－Ｂ）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

人件費

2,989,504千円

14.2%

扶助費

2,671,825千円

12.7%

公債費

1,201,450千円

5.7%

物件費

3,159,633千円

15.0%

補助費等

4,070,404千円

19.3%

普通建設事業

2,695,578千円

12.8%

繰出金

1,441,229千円

6.8%

積立金

2,329,745千円

11.1%

災害復旧事業

維持補修費

投資及び出資金

予備費

514,632千円

2.4%

歳出合計

（性質別）

21,074,000千円

（100.0％）

義務的経費
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　令和７年度予算は、物価高騰など社会情勢を注視しつつ、市民が安心して暮らすことはもとより、少子
化対策や子育て支援を充実させるとともに、長期総合計画に掲げる各施策を着実に推進するため「持続
可能な未来につながる有田市」を基本方針に予算編成を行いました。
　一般会計総額は、前年度比２億９,７００万円（１．４％）増の２１０億７，４００万円となり、令和４年度、令和
５年度に次いで過去３番目の予算規模となりました。

１．妊娠から出産、子育て期まで切れ目のない少子化対策の取組

◇結婚支援事業補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２，７５０万円

結婚世帯の住居に関する費用（新築・家賃・引越等）の一部を補助する

◇妊婦のための支援給付金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，２２５万円

出産・子育てを応援するため、妊婦に対して相談支援や経済的支援を行う

◇出産祝い補助金、入学等祝い補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６，５９０万円

◇乳幼児医療費助成事業、子ども医療費助成事業・・・・・・・・・・・・・・・１億８２４万円

高校生までの子どもを対象に医療費を無料化

◇１か月児健康診査助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７８万円

新生児の１か月健診の実施にかかる費用を助成する

◇小児成育医療支援事業委託料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３０万円

心のケアを必要する子ども及びその家族を対象に医療、相談面から

支援する小児保健医療体制を構築する

２．地域で分娩ができる産婦人科診療所支援

◇産婦人科診療所運営補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１億５，０００万円

令和６年４月に開院した産婦人科診療所の運営を１市３町で支援する

３．子育て支援施設の充実に繋がる認定こども園への取組

◇宮原小学校跡地複合公共施設建設工事費 ・・・・・・・・・・・・・・・１０億２，２６６万円

地域コミュニティ施設及び認定こども園を建設する

４．新市立病院建設に向けた取組の推進

◇新有田市立病院建設

令和８年１１月完成、令和９年３月開院予定（P25で再掲）

Ⅰ．健やかにいきいきとした生活を実現できるまち

主要施策

２．予算の概要

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

24,000

単位：百万円 16,805 19,656 22,637 21,230 20,777 21,074

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 6年度 ７年度

一般会計予算額の推移（令和２年度～令和７年度）
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１．子育てサポートの充実

◇スマイルチケット事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９０９万円

妊娠から出産、子育てに対し、地域の協賛企業により支援し、

子育ての孤立化と負担の増大を地域で軽減する取組を行う

２．キャリア教育や海外との交流による人材育成の推進

◇中学生万博国際交流プログラム事業委託料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，０００万円

２０２５大阪・関西万博を契機に万博参加国であるアラブ首長国連邦と

継続的な国際交流を推進する

３．誰もが分け隔てなく暮らせる「Well-being」なまちづくりの増進

◇地域公共交通確保維持事業費補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４９万円

地域公共交通の確保・維持を支援するための、デマンドバス運行に

対する費用の一部を補助する

◇市民水泳場指定管理料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７，９００万円

◇健康スポーツ公園指定管理料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２，４００万円

Ⅱ．心豊かな人を育み地域で支え合うまち

１．誇りあるみかん産地を次世代に残すためのチャレンジ

◇ドローン農薬散布実施支援補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０万円

農業者の農薬散布に係る労働軽減のため、ドローンによる農薬散布に

対して補助を行い、ICTを活用した農業を推進する

２．漁業の魅力と活力を生み出す未来への投資

◇漁業用燃費支援補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２，０００万円

燃油高騰による漁業者の経費負担を軽減させるため、燃油費用の

一部を補助する

３．まちの魅力増進、観光振興につながる取組の推進

◇デジタルプロモーション事業委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６００万円

海外市場向けに広告配信を行うことで観光ポータルサイトへのアクセスを

促進し、インバウンド誘客を行う

◇共創おにぎり実行委員会負担金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５００万円

有田市を含む５市で各自治体の特色ある食材を使った共創おにぎりブースを

２０２５大阪・関西万博に出展する

◇ウエノ公園植樹事業委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００万円

企業からの寄付金を活用し、ウエノ公園内に桜を植樹する

Ⅲ．つながりが生む魅力あるまち
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１．国県の補助金等の積極的な活用

◇基金積立事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３億１，０００万円

減債基金積立（１億円）

公共施設整備基金積立（２億円）

安全で快適な公共施設の整備及び財政の健全な運営に向けて基金を積立てる

２．ふるさと応援寄付を通して有田市ファンを広げる取組の強化

◇地域特産品等広報事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８億円

有田みかんをはじめとする地域特産品について、ふるさと応援寄付金

制度を活用して全国的な知名度を向上させ、特産品の販路及び消費

の拡大を図る

Ⅴ．協働を図り未来への投資と責任ある行財政運営による持続可能なまち

１．災害に備えた安心安全な環境整備の強化

◇事前復興計画実効性向上業務委託料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３８万円

令和６年度に策定した事前復興計画をもとに市職員が復興期に実施する

具体的な内容やプロセスの検討を行い、速やかに復興に取り組めるよう

落とし込みを行う

◇ヘリサイン設置工事費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６４万円

ヘリサインを設置する（宮原小学校・糸我小学校）

◇ブロック塀等撤去事業補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４００万円

◇国道４２号取付道路整備委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４億７，０００万円

新市立病院移転建設にあたり国道４２号との取付道路の整備をする

◇逢井地区アクセス道路新設工事費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１億２,０００万円

大規模災害時等に道路交通網が寸断された場合の代替道路として、

逢井地区とみかん海道を結ぶアクセス道路の新設工事を行う

◇箕島漁港浚渫工事費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，６３０万円

◇救助工作車（１台）更新整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１億１９２万円

◇し尿搬送車（１台）更新整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，９７０万円

２．浸水被害ゼロをめざす内水浸水対策の推進

◇雨水公共下水道計画設計業務委託料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，４２０万円

浸水対策を計画的に進めることを目的とした浸水シミュレーション及び

方針の検討を行う

◇初島都市下水路事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８，７５０万円

雨水による浸水被害が著しい初島排水区２号幹線の整備を行う

Ⅳ．安全・安心で調和のとれたまち
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【市 税 の 内 訳】 （単位：千円）

増　　減
(Ｂ)－(Ａ)

1,345,606 1,765,719 1,530,935 1,244,314 1,414,790 170,476

1,138,537 1,124,136 1,145,562 1,049,000 1,222,000 173,000

207,069 641,583 385,373 195,314 192,790 △ 2,524

1,886,869 1,846,600 1,816,561 1,736,077 1,694,976 △ 41,101

115,861 118,525 120,633 125,297 128,058 2,761

180,904 189,052 185,925 185,000 181,000 △ 4,000

626 835 855 720 840 120

3,529,866 3,920,731 3,654,909 3,291,408 3,419,664 128,256

市 民 税

2.2

16.0% 16.2%

13.7

16.5

予算額・決算額に
占める市税の割合

入 湯 税

計

15.8%15.8% 14.9%

個人市民税

△ 2.2

16.7

3.9

   市税全体では、対前年度比１億２，８２５万６千円（３．９％）増の３４億１，９６６万４千円となっています。

   主なものは、市民税で１億７，０４７万６千円（１３．７％）増の１４億１，４７９万円を見込み、うち個人市民

税では前年度比１億７，３００万円（１６．５％）増の１２億２，２００万円、法人市民税では前年度比２５２万４

千円（１．３％）減の１億９，２７９万円を見込んでいます。固定資産税では、土地、償却資産分の減によ

り、前年度比４，１１０万１千円（２．４％）減の１６億９，４９７万６千円を見込み、たばこ税では４００万円（２．

２％）減の１億８，１００万円を見込み計上しています。

　また、入湯税については、前年度比１２万円（１６．７％）増の８４万円を見込み、観光の振興や消防施

設の整備等に充当しています。

比　　　較
伸び率
(％)

令和６年度
当初予算額

(Ａ)

令和５年度
決　算　額

令和３年度
決　算　額

令和４年度
決　算　額

令和７年度
当初予算額

(Ｂ)

法人市民税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

△ 1.3

△ 2.4

1,139 1,124 1,146 1,049 1,222

207
642 385

195
193

1,887

1,847
1,817

1,736
1,695

297

308
307

311
310

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和3年度

決算額

令和4年度

決算額

令和5年度

決算額

令和6年度

当初予算額

令和7年度

当初予算額

単位：百万円 市税収入の推移 個人市民税 法人市民税 固定資産税 軽自動車税・市たばこ税・入湯税

市 税

３．歳入の概要
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【地方交付税の推移及び見込額】 （単位：千円）

3,984,170 3,937,892 3,690,185 3,700,000

509,843 △ 46,278 △ 247,707 9,815

14.7 △ 1.2 △ 6.3 0.3

  3,304,696 3,247,343 2,977,796 3,050,000

比較増減 472,713 △ 57,353 △ 269,547 72,204

伸び率(%) 16.7 △ 1.7 △ 8.3 2.4

679,474 690,549 712,389 650,000

比較増減 37,130 11,075 21,840 △ 62,389

伸び率(%) 5.8 1.6 3.2 △ 8.8

316,278 123,573 49,873 23,000

4,300,448 4,061,465 3,740,058 3,723,000

比較増減 525,908 △ 238,983 △ 321,407 △ 17,058

伸び率(%) 13.9 △ 5.6 △ 7.9 △ 0.5

　対前年度比５，０００万円（１．４％）増の３７億５，０００万円の見込みとなっています。

　内訳は、普通交付税で、対前年度５，０００万円（１．６％）増の３１億円、特別交付税で、前年度と

同額の６億５，０００万円をそれぞれ計上しています。

　予算額では、令和７年度地方財政計画の伸び率及び令和６年度決算見込み額等を踏まえ、それ

ぞれ計上しています。

　なお、地方交付税の一部を特例地方債の発行により補てんされる「臨時財政対策債（後年度、交

付税措置される地方債）」は、令和７年度地方財政計画において、平成１３年度の制度創設以来、

初めて発行額がゼロとなることから、未計上としております。

1.4

令和３年度
決　算　額

令和４年度
決　算　額

令和５年度
決　算　額

令和６年度
当初予算額

伸び率(%)

地 方 交 付 税

令和７年度
当初予算額

3,750,000

3,100,000

50,000

1.6

650,000

比較増減 50,000

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

予算額・決算額に
占める交付税の割合

0

0.0

17.8%17.8%17.8% 14.9% 16.1%

27,000

0.7

臨時財政対策債

実質的な交付税

（

参
　
考
）

-           

3,750,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

３年度

決算額

４年度

決算額

５年度

決算額

６年度

当初予算額

７年度

当初予算額

3,305 3,247 2,978 3,050 3,100

679 691
712 650 650

（単位：百万円） 地方交付税の推移 特別交付税

普通交付税

地方交付税
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【市 債 の 推 移】      

令和３年度
決　算　額

令和４年度
決　算　額

令和５年度
決　算　額

令和６年度
当初予算額

　  市　債　計　上　額 1,679,778 3,997,273 1,385,373 423,500

825,892 2,317,495 △ 2,611,900 △ 961,873

96.7 138.0 △ 65.3 △ 69.4

令和３年度
決　算　額

令和４年度
決　算　額

令和５年度
決　算　額

令和６年度
見込み額

584,220 2,944,516 409,782 △ 575,130

5.9 28.0 3.0 △ 4.1

　対前年度比１億２，７０８万４千円（５．６％）増の２３億７，９４２万円となっています。
　その主なものは、障害者自立支援給付費負担金４億８，２２６万４千円（４，４３０万３千円増）、児童手
当負担金３億４，７６８万円（８，５４９万４千円増）、生活保護費負担金２億９，９２５万円（１，３３５万円
増）など社会保障経費を中心とした民生費にかかるもので、対前年度比１億９，０００万１千円（１４．
４％）増の１５億１，３５６万２千円となっています。
　また、投資的事業にかかるものでは、道路整備等への社会資本整備総合交付金で４億４，３４３万８
千円（２，９０５万４千円減）、令和５年６月の豪雨による災害復旧事業への農地災害復旧事業費補助
金1億８，３３０万円（皆増）及び農業用施設災害復旧事業費補助金７，５６９万６千円（皆増）を見込ん
でいます。
　その他、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金４１，０００千円（皆増）を見込んでいます。
　一方、旧保田中学校校舎等解体工事などにかかる都市構造再編集中支援事業費補助金１億６，７６
８万４千円が皆減となっています。

令和７年度
当初予算額

10,517,725 13,462,241 13,872,023 13,296,893    市　 債　 残　 高

比　較　増　減 301,712

2.3

令和７年度
見込み額

（単位：千円）

まちづくり推進事業や市道整備事業の増により、対前年度比９億４，１７０万円（２２２．４％）増の１３億

６，５２０万円を見込み計上しています。

主なものは、まちづくり推進事業債９億２，０３０万円、市道整備事業債２億７，２４０万円、消防施設整

備事業債７，２５０万円です。

令和７年度末の市債残高は１３５億９，８６０万５千円の見込みとなり、令和５年度決算額より減少して

いるものの、令和６年度末より３億１７１万２千円（２．３％）の増加見込みとなります。今後も計画的に市

債を発行し、残高の抑制に努めていきます。

伸　び　率 (%)

13,598,605

6.5%    市　債　依　存　度　　 2.0%7.5% 15.2% 6.1%

1,365,200

941,700

222.4

比　較　増　減

伸  び  率 (%)

1,679,778

3,997,273

1,385,373

423,500

1,365,200

7.5%

15.2％

6.1%
2.0%

6.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

３年度

決算額

４年度

決算額

５年度

決算額

６年度

当初予算額

７年度

当初予算額

単位：千円 市債計上額の推移
市債計上額

市債依存度

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

13,000,000

14,000,000

３年度

決算額

４年度

決算額

５年度

決算額

６年度

見込額

７年度

見込額

10,517,725

13,462,241

13,872,023

13,296,893

13,598,605

単位：千円 市債残高の推移

市 債

国庫支出金
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　その他の収入で主なものは、負担金では保育料負担金２，６２４万４千円（１３５万６千円減）、使用
料では改良住宅等の住宅使用料１，９９３万円（６９万７千円減）、市民会館使用料１，２００万円（前
年度同額）、手数料では消防法等関係手数料１，０９８万円（６９８万円増）、財産収入では市有地貸
付料７１６万９千円（２２万７千円減）、土地売払収入１，４０７万２千円（９６７万円２千円増）、諸収入で
は産婦人科診療所運営負担金７，５００万円（前年度同額）、小中学校給食費負担金２，５２４万７千
円（６，８９７万５千円減）、有田周辺広域圏事務組合派遣職員費負担金１，０４８万１千円（１１７万８
千円増）、土地改良施設維持管理適正化事業交付金２，３４０万円（皆増）などを見込んでいます。

　対前年度比８，２６７万８千円（７．９％）増の１１億２，２９０万５千円の見込みとなっています。
主なものは、障害者自立支援給付費負担金２億４，１１３万２千円（２，２１５万２千円増）、国民健康

保険基盤安定負担金１億１，０５６万２千円（３６７万９千円減）、後期高齢者医療保険基盤安定制度
負担金９，６８１万円（１０３万８千円減）、児童手当負担金４，２１６万円（1，８３４万６千円減）など民生
費にかかる県支出金で、対前年度比２，７７３万３千円（３．８％）増の７億５，２７１万４千円を計上して
います。

また、投資的経費にかかるものでは石油貯蔵施設立地対策等交付金５，９４４万４千円（１，３９７万
４千円減）、水産物供給基盤機能保全事業費補助金１，８００万円（１，３５０万円増）、浄化槽設置事
業費補助金１，３５０万９千円（９８万４千円減）などを計上しています。

その他、令和６年度から実施している小中学校給食無償化に伴う公立学校給食無償化事業費補
助金４，３６１万７千円（皆増）などを計上しています。

　対前年度比１，４１２万円（１５．６％）減の７，６４６万４千円の見込みとなっています。

　地方譲与税の内訳は、地方揮発油譲与税１，７００万円（１００万円減）、自動車重量譲与税５，６０

０万円（３００万円減）、森林環境譲与税３４６万３千円（１２万１千円減）などを計上しています。

　各種交付金のうち、利子割交付金３５０万円（対前年度比１６０万円増）、配当割交付金２，３１０万

円（３５０万円増）、株式等譲渡所得割交付金３，２８０万円（２，２００万円増）、法人事業税交付金４，

１８０万円（２２０万円減）、地方消費税交付金６億３，０００万円（３，０００万円増）、環境性能割交付金

１，２５０万円（２７０万円増）、地方特例交付金２，１９０万円（４，２３０万円減）、交通安全対策特別交

付金１３０万円（１０万円減）をそれぞれ見込み、交付金全体としては、対前年度比１，５２０万円（２．

０％）増の７億６，６９０万円の見込みとなっています。

　また、地方消費税交付金のうち消費税引上げ分にかかる交付金の充当状況については、別紙

（P.12）のとおりです。

　対前年度比１０億３，６０１万５千円（２４．４％）減の３２億１，４９１万１千円の見込みとなっています。

　主なものは、財政調整基金繰入金６億６，７００万円（１億３，３００万円減）、ふるさと応援基金繰入

金１７億９，６９８万円（５億５，１１８万円減）、減債基金繰入金４億円（前年度同額）、公共施設整備

基金繰入金２億８，３００万円（４億１，１００万円減）、消防車両整備事業基金繰入金５，７１０万３千円

（皆増）などを計上しています。

　　対前年度比１００万円増の４５億６５０万円の見込みとなっています。
　内訳は、ふるさと応援寄付金４５億円（前年度同額）及び地方創生応援寄付金５０万円（４５０万円
減）、こども未来基金積立寄付金５００万円（皆増）、ウエノ公園植樹事業費寄付金１００万円（皆増）
を計上しています。

県支出金

繰入金

その他のおもな収入（１）・・・地方譲与税

その他のおもな収入（２）・・・交付金

その他のおもな収入（３）

寄付金
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（単位：千円）

合
計

病院事業会計繰出事業

介護保険特別会計繰出金

母子保健・健康診査事業

生活保護扶助費

老人ホーム入所措置費

児童福祉扶助費

保育所運営費

後期高齢者医療特別会計繰出金

4,804,605

国民健康保険特別会計繰出金

主 な 事 業

障害者福祉扶助費

その他

一 般 財 源

財 源 内 訳

610,066

2,588,089 372,000 1,844,516

社
会
福
祉

2,560,879 1,827,775 123,038

※社会保障財源化分地方消費税交付金は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分し
 　充当しています。

971,592

社
会
保
険

保
健
衛
生

802,497 486,626 53,013 262,858

1,441,229 273,688 195,949

予防接種事業

区
分

事業費
特定財源

　平成２６年４月１日から消費税率が５％から８％へ、さらに令和元年１０月１日からは１０％へと引き上げら

れ、引上げに伴う地方消費税収は、社会保障４経費その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保

健衛生に関する施策）に要する経費に充てるものとされています。

　令和７年度の地方消費税交付金は、６億３，０００万円を見込んでおり、そのうち社会保障財源分は３億

７，２００万円であり、以下のような施策に全額充当しています。

社会保障財源化分
地方消費税交付金

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費の状況

12



　

【職員給与費（会計年度任用職員以外の一般職）の推移】＜一般会計給与費明細書抜粋＞

（単位：人，千円，％）

増  減 (B-A)

275 278 283 289 283 △ 6

1,040,493 1,052,334 1,071,051 1,120,961 1,121,846 885

629,148 670,314 588,197 693,452 623,323 △ 70,129

562,322 558,471 588,197 607,731 623,323 15,592

326,587 331,537 337,432 367,911 362,190 △ 5,721

1,996,228 2,054,185 1,996,680 2,182,324 2,107,359 △ 74,965

給 料

9.4% 10.5% 10.0%

手 当

共 済 費

2.6

△ 1.6

10.2% 9.1%一般会計歳出に
占める割合

△ 3.4計

（ 退 職 手 当 を 除 く ）

職 員 数

令和３年度
予算額

令和５年度
予算額

令和６年度
予算額(Ａ)

伸び率

△ 2.1

比　　　　較令和４年度
予算額

令和７年度
予算額(Ｂ)

0.1

　人件費総額は、投資的経費になるものを除いた職員給与費や特別職及び議員報酬費等を集計したも

ので２９億８，９５０万４千円となり、対前年度比４，７０３万５千円（１．５％）の減、予算総額に占める割合は

１４．２％で前年度と比べ０．４ポイントの減少となっています。

　人件費が減少した主な要因は、会計年度任用職員以外の一般職について、定年退職者の皆減により

退職手当８，５７２万１千円が減少するためです。

　下表とグラフは、予算説明書・一般会計給与費明細書から会計年度任用職員以外の一般職の給与費

及び職員数の推移を表したものです。前記数値との差異については、投資的経費における人件費等を

加除していることによるものです。

　また、会計年度任用職員に係る職員給与費については、職員数が２６４人、報酬４億３，１４６万円、職

員手当１億４，１２４万円、共済費８，３９２万６千円となっています。

△ 10.1

1,996

2,054

1,997

2,182

2,107

275人
278人

283人

289人
283人

240

260

280

300

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位：人
単位：百万円 一般会計職員給与と職員数の推移

人件費

職員数

人件費

４．歳出の概要
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【公債費等の推移】
（単位：千円，％）

増 減 (B-A)

1,134,415 1,088,484 1,032,838 1,137,780 1,201,450 63,670

1,095,558 1,052,757 975,591 1,067,666 1,128,888 61,222

38,856 35,706 57,230 69,814 72,262 2,448

1 21 17 300 300 0

比　　　　較

伸び率

  対前年度比６，３６７万円（５．６％）増の１２億１４５万円で、一般会計に占める割合は５．７％となっ

ています。

　内訳は、長期債元金が対前年度比６，１２２万２千円（５．７％）増の１１億２，８８８万８千円、長期債

利子が２４４万８千円（３．５％）増の７，２２６万２千円となっています。このほか一時借入金利子を見

込んでいます。

　元金が増加となった主な要因は、令和７年度償還開始額が令和６年度償還終了額を上回ったこと

によるものです。

　公債費は増加すれば、財政硬直化の大きな要因となるため、市債の発行をできる限り抑制するとと

もに、計画的に削減できるよう財政運営を行っているところです。

公 債 費 5.6

令和３年度
決算額

令和４年度
決算額

令和５年度
決算額

令和６年度
予算額(Ａ)

令和７年度
予算額(Ｂ)

5.5%

5.7

3.5

0.0

5.7%

一時借入金利子
等

4.7%5.2% 4.2%
一般会計歳出に占
める公債費の割合

元 金

長 期 債 利 子

1,134,415

1,088,484

1,032,838

1,137,780

1,201,450

5.2 %

4.2 %

4.7 %

5.5 %
5.7 %

4%

5%

6%

7%

8%

9%

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

３年度

決算額

４年度

決算額

５年度

決算額

６年度

予算額

７年度

予算額

公債費（単位：千円） 一般会計歳出に

占める公債費

の割合(％)

公債費等の推移 公債費

公債費 の割合

公債費
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投資的経費（普通建設事業）は、宮原小学校跡地複合公共施設整備事業や救助工作車の更新

などにより、対前年度比４億６，４１８万４千円（２０．８％）増の２６億９，５５７万８千円となっていま

す。

補助事業では、対前年度比１億７１５万４千円（１０．５％）減の９億１，２０３万２千円となっていま

す。主なものは、国道４２号取付道路整備事業４億４，０００万円、逢井地区アクセス道路新設工事

費１億２，０００万円、初島排水区２号幹線整備工事費５，０５０万円、街路整備事業（内川港線）３，

５５０万円、箕島漁港浚渫工事費３，６３０万円などとなっています。

一方、単独事業（県営事業費負担金を除く）は、対前年度比５億７，２３７万６千円（４７．３％）増

の１７億８，３０８万３千円となっています。主なものは、宮原小学校跡地複合公共施設建設工事費

１０億２，２６６万４千円、し尿搬送車（１台）更新３，９６９万７千円、県消防救急デジタル無線整備事

業負担金７，２５６万２千円、救助工作車（１台）更新１億１９２万円などとなっています。

単独事業のうち、県が有田市域内で実施する事業へ負担する県営事業費負担金は、対前年度

比１０３万８千円（６９．２％）減の４６万３千円です。その主なものは、県営急傾斜地崩壊防止対策

事業費負担金４０万円となっています。

　扶助費は、対前年度比２億７７４万３千円（８.４％）増の２６億７，１８２万５千円、予算に占める割

合は１２．７％となっています。

　主なものは、障害者福祉関係では障害者施設入所事業費５億３，１５０万円、居宅介護事業費１

億６，６７４万６千円、共同生活援助事業費２億６４万円、老人福祉関係では老人ホーム入所措置

費５，５５３万２千円、児童福祉関係では児童手当費４億３，２００万円、児童扶養手当費１億４，１８

２万７千円、障害児通所給付費１億２，４９０万円、子ども医療費７，４９０万円、施設型給付費負担

金１億５，２３２万４千円、生活保護費では４億円、また、教育関係の扶助費では２，５２４万３千円を

計上しています。

投資的経費

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

３年度

決算額

４年度

決算額

５年度

決算額

６年度

当初予算額

７年度

当初予算額

3,298 

6,789 

2,064 
1,019 912 

903 

939 

2,218 

1,212 1,784 

投資的経費の推移
単独事業費

補助事業費

（単位：百万円） （※災害復旧費は除いています。）

4,201

2,231
2,696

7,728

消費的経費 （１）

4,282
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増減率

△ 7.9

3.5

△ 0.4

△ 0.7

　積立金は、対前年度比４２０万３千円（０．２％）増の２３億２，９７４万５千円となっています。

主なものは、ふるさと応援基金積立金２０億１，０４３万８千円、公共施設整備基金積立金２億２３３万

９千円、減債基金積立金１億５３３万３千円を計上しています。

　

　投資及び出資金は、対前年度比８９７万６千円（２５．８％）増の４，３７３万４千円となっています。

主な内容は、病院事業会計への企業債償還にかかる出資金２，３５８万６千円や安全対策事業など

の上水道事業会計への出資金１，０１５万７千円を計上しています。

介護保険特別会計 557,955 538,828 19,127

後期高齢者医療特別会計 561,996 564,090 △ 2,094

計 1,441,229 1,451,699 △ 10,470

　維持補修費は、対前年度比３，４６５万円（１６．５％）減の１億７，５５７万８千円となっています。

　維持補修費の主なものは、道路維持修繕にかかる経費４，８００万円、小中学校維持修繕にかかる経

費４，８０４万４千円、社会体育施設維持修繕にかかる経費１，０５２万３千円などを計上しています。

　物件費は、行政運営を行っていくうえで主に内部管理的な経費です。対前年度比５億９，９９９万１千

円（１６．０％）減の３１億５，９６３万３千円となっています。

　主なものは、養護老人ホーム長寿荘指定管理料９，５４４万３千円、予防接種委託料８，５３５万３千

円、ごみ収集運搬業務委託料８，３４３万５千円、市民水泳場指定管理料７，９００万円などの委託料で

１２億６，１８４万７千円を、ふるさと応援寄付金クレジット決済システム利用料５億４，０００万円などの使

用料及び賃借料で９億６，９３８万５千円を、図書館図書などの備品購入費で８，００９万２千円を計上し

ています。

　また、需用費については、電気料、修繕費や消耗品費などで６億２，５９５万３千円を計上していま

す。

　補助費等は、他団体への支出や補助金が中心の経費です。対前年度比２，４９５万円（０．６％）減

の４０億７，０４０万４千円となっています。

　主なものは、有田周辺広域圏事務組合負担金７億６，５４９万５千円、産婦人科診療所運営補助金１

億５千万円、病院事業会計負担金５億３，２２５万２千円、漁業集落排水事業会計補助金６，７１２万７

千円、中山間地域等直接支払交付金６，９２０万９千円などの負担金、補助及び交付金で、前年度比

１，２５８万７千円増の２１億３，３２５万６千円を計上しています。

　そのほか、ふるさと応援寄付記念品１８億円や各種団体等に対する補助金などを計上しています。

　繰出金は、対前年度比１，０４７万円（０．７％）減で１４億４，１２２万９千円となっています。

繰　出　会　計　名 令和７年度 令和６年度 増減額

国民健康保険特別会計 321,278 348,781 △ 27,503

（単位：千円，％）

消費的経費 （２）

その他の経費
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基金積立事業 防災・減災推進事業

庁舎管理事業
庁舎長寿命化改修工事費

電子計算機管理運営事業

まちづくり推進事業
住宅耐震化促進事業

自治振興事業
自治振興委託料

移住定住推進事業

賦課事業

徴収事業

戸籍住民基本台帳事務事業

戸籍電算システム標準化業務委託料

地域公共交通事業 参議院議員通常選挙事業
任期満了日　令和7年７月28日
選挙期間　17日　任期６年

基幹統計調査事業
国勢調査

防災事務事業

34,572

254,658

ヘリサイン設置工事費 2,641
将来の市債償還の財源に充てるため、積
立を行う

4,382

公共施設整備基金積立金 202,339

財政管理費

総 務 費
（単位：千円） （単位：千円）

項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容 予算額

310,627

防災費 13,006

減債基金積立金 105,333

事前復興計画実効性向上業務委託料

自主防災組織育成事業費補助金

地区集会所等施設整備費補助金

企画費

電子計算
組織費

防災費

財産管理費 350,479

11,058

56,749
国が推進する自治体システム標準化に則
り、基幹システムを移行する

ブロック塀等撤去事業補助金 4,000

庁舎長寿命化改修工事監理業務等委託料
5,580

災害用備品 3,840
非常トイレ用凝固剤や土のうステーショ
ンなどの災害用備品を整備する

道路等に面したブロック塀で、安全点検
の結果、倒壊の危険性のあるブロック塀
を撤去する費用を補助する

止水板設置補助金 3,500
大雨による浸水被害を軽減するための止
水板設置費用の一部を助成する

258,737
基幹システム標準化対応支援業務委託料

供用後30年以上が経つ庁舎を長く使い続
けるため計画的に改修する（令和７年度
は庁舎5階及び電気機械設備工事）

安全で快適な公共施設の整備及び財政の
健全な運営に向けて、積立を行う

災害時に救援活動、物資の輸送・投下等
を円滑に行えるよう、ヘリサインを設置
する
（宮原小学校・糸我小学校）

各地区の自主防災組織が実施する防災事
業に対し、その費用の一部を補助する

14,036

宮原小学校跡地複合公共施設建設工事費

8,235

13,569
平成12年5月31日以前に建築された木造住
宅の耐震診断や、改修が必要な住宅に対す
る耐震補強設計・改修、耐震シェルター等
の設置について補助する

1,063,977

宮原小学校跡地複合公共施設建設工事監理

1,022,664
旧宮原小学校跡地を活用した地域コミュ
ニティ施設及び認定こども園を建設する

業務委託料 25,080

自治振興費

49,425

ともに４０歳未満の夫婦が結婚新生活を
始めるために必要となる費用の一部を補
助する

固定資産評価等業務委託料 30,052
評価替えに向けて初年度更新業務を行う

27,945奨学金返還支援助成金 8,560

住民自治の振興及び市民への敏速かつ適
切な広報の普及徹底を図る

三世代定住等支援事業費補助金 6,000

2,682
各地区の集会所改修等にかかる費用の一
部を補助する

60,412
結婚支援事業補助金 27,500

令和６年度に策定した事前復興計画をもと
に市職員が復興期に実施する具体的な内容
やプロセスの検討を行い、速やかに復興に
取り組めるよう落とし込みを行う

滞納管理システム移行業務委託料 11,200

子世帯と市内の親世帯との同居・近居を
促進するために、住宅の取得にかかる費
用の一部を補助する

自治体システム標準化に対応する

戸籍住民基
本台帳費

地域公共交通確保維持事業費補助金

賦課徴収費

日本に住むすべての人と世帯（外国人を
含む）を対象に男女の別、出生の年月、
国籍、現住居の居住期間、就業状態など
人に関する事項や世帯の種類、世帯員の
人数、住居の種類など世帯に関する事項
を調査する
（調査基準日：１０月１日）

5,485
地域公共交通の確保・維持を支援するた
め、デマンドバス運行に対する費用の一部
を補助する

奨学金を返還しながら働く市内の若者に
対して経済的負担の軽減し、定住を促す
ために返還額の一部を補助する

参議院議員
通常選挙費

19,868

基幹統計
調査費

14,469
14,402

64,462
窓口業務委託料 32,535

移住推進空き家・空き地活用補助金 8,400
「有田市 空き家・空き地バンク」に登録
された空き家の購入及び改修、空き地へ
の新築費用の一部を補助する

5,577

5,500

５．主要事業の概要
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社会福祉事務事業 出産祝い補助金

入学等祝い補助金

重度心身障害児者医療事業
重度心身障害児者医療費

要保護児童地域支援事業

身体障害者福祉事業
身体障害者更生医療費 乳幼児医療費助成事業・子ども医療費助成事業

障害児通所支援事業

障害者地域生活支援事業

施設型給付費等負担事業

心身障害児者介護給付事業
障害者施設入所事業費 こども家庭センター事業

共同生活援助事業費
児童手当支給事業

居宅介護事業費
児童扶養手当支給事業

老人ホーム入所事業
母子家庭自立支援事業

老人ホーム管理事業

保育所運営事業
介護保険事業計画・老人福祉計画作成事業

ひとり親家庭医療費助成事業

人権啓発事業

学童保育事業
隣保館管理運営事業

子育て支援事業 生活保護扶助事業

（単位：千円） （単位：千円）
項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容

民 生 費

1,400
75歳以上の高齢者や障害者等のデマンド
バス利用料を支援する

36,100
小・中学校に入学する新たなステージを
迎えた子育て世帯を応援するため、対象
児童一人あたり10万円を支給する心身障害者

福祉費
63,445

62,500

社会福祉
総務費

50,666 児童福祉
総務費

29,800
地域福祉計画策定業務委託料 3,300 出産を支援するため、１人目10万円、２

人目30万円、３人目以降50万円の出産
祝い金を支給する

第４次地域福祉計画を策定する
移動困難者支援事業委託料

予算額

身体障がいのある18歳以上の方が、障が
いを軽減・除去し、日常生活能力や職業
能力の回復向上を図るために必要な医療
費の一部を支給する

高校生までの子どもを対象に、保険診療に
よる医療費の自己負担分を助成する

127,492
療育を必要とする児童に対し、日常生活に
おける基本的な動作の指導や集団訓練を行
う等、療育の場を提供する

63,760
生活改善、身体機能の維持向上を図るため
の機能訓練等のサービスや地域活動支援セ
ンターでの創作活動、社会との交流促進の
ほか、手話通訳者等の派遣、外出時のヘル
パー派遣等を行う

162,864
認定こども園などの就学前児童が通う特定
教育・保育施設への施設型給付負担金を措
置する

重度の障がいがある方の医療費の一部を
助成する

2,680
児童虐待の発生予防、早期発見・対応に努
め適切な支援を行う

105,402
55,860 108,244

夜間や休日、共同生活を行うグループ
ホーム等で入浴・排泄・食事等の支援を
行う

児童措置費 432,275
次代の社会を担う子どもの健やかな育ちに
資するため、手当を支給する

166,746
在宅での身体介護・家事援助のほか、通
院等に伴う外出時に支援を行うヘルパー
を派遣する

141,970
父母の離婚等により父又は母と生計をとも
にしていない児童について手当を支給する

924,846
531,500 4,829

入所及び通所により、更生・自活のため
の指導訓練等を行う

児童福祉及び母子保健に関し包括的な支援
を行う

200,640

保育所費 331,852
3,003 ５保育所の施設維持管理費、給食材料費等

の運営費介護保険事業計画・老人福祉計画作成委託料
2,970

老人福祉費 55,532
市外養護老人ホームへの入所措置 5,960

ひとり親家庭の母や父が就職に結びつきや
い資格を取得するために、訓練促進費等を
支給する

99,273
養護老人ホーム長寿荘指定管理料 95,443

第10期介護保険事業計画に係る調査を令
和７年度に行い、令和８年度に計画を策
定する

ひとり親
家庭医療費

28,493
父母が死別・離別し、ひとり親家庭となっ
た18歳未満の児童及びその児童を監護また
は養育している人の保険診療による医療費
の自己負担分を助成する

人権啓発費 2,176

地域子ども
子育て
支援費

46,883
隣保館費

人権啓発市民の集いの開催、人権啓発動画
の配信、街頭・企業啓発等を推進し、様々
な人権問題の解消を図る

400,000
こども計画策定業務委託料 4,620 生活困窮世帯を対象に、その困窮の程度に

応じた必要な保護を行い、健康で文化的な
最低限度の生活を保障するとともに自立を
支援する

こども基本法によるこども大綱及び県こ
ども計画を勘案したこども計画を策定す
る

42,197 保護者が仕事で昼間家庭にいない小学生に
対し、遊びや生活の場を与えて健全育成を
図る

児童福祉
総務費

87,694 扶助費

４隣保館で交流教室、文化展、デイサービ
ス事業等を実施し、地域福祉の向上を図る
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予防接種事業
妊婦健診委託料 予防接種委託料

産後ケア事業委託料
健康増進対策事業

ごみ処理事業
ごみ収集運搬業務委託料

ごみ減量・再資源化推進事業

妊婦のための支援給付金
し尿処理事業

し尿搬送車（１台）
浄化槽設置事業

浄化槽設置事業補助金

中山間地域等直接支払事業

新規就農者育成総合対策事業補助金 多面的機能支払事業

農業生産基盤整備事業

農業土木事業

土地改良施設維持管理適正化事業

有害鳥獣対策事業

衛 生 費

88,529

70,647

（単位：千円） （単位：千円）
項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容 予算額

妊産婦健診、妊婦歯科検診等を医療機関
等に委託して実施する。令和７年度より
１か月児健診を実施する

農 林 費
（単位：千円） （単位：千円）

52,338
39,697

40,576

出産・子育てを応援するため、相談支援
と伴に妊婦に対して10万円（多胎妊娠の
場合は１人につき５万円を加算）の経済
的支援を行う

保健衛生
総務費

母子保健推進事業 219,455

保健事業
対策費

73,966

小児成育医療支援事業委託料 2,300

産婦人科診療所運営補助金

16,560

市民の健康保持増進を図るため、個別及び
集団によるがん検診や各種健康相談・健康
教室等を実施する

4,845

予防費 86,972
85,353

産後の母子に対し心身のケアや育児サ
ポート等を行うため、産院や助産院等に
対し、デイサービスや宿泊を通じた産後
ケアを委託して実施する

予防接種法に定める定期予防接種につい
て、医療機関に委託し実施する。令和７
年度からは高齢者を対象にした帯状疱疹
ワクチンが定期接種化

廃プラスチック再資源化業務委託料
25,960

ペットボトル再資源化業務委託料 2,940

スマイルチケット換金交付金 9,094

し尿処理費

150,000
令和6年４月に開院した民間産婦人科診療
所の運営を１市３町で支援する

ごみ処理費
83,435

12,250

河川等の水質改善のため、合併処理浄化
槽の設置等にかかる費用の一部を補助す
る

40,528

産前・産後の母親の困りごとに利用可能
なチケットを、妊娠、出産時に交付する

心のケアを必要とする子ども及びその家
族を対象に医療、相談面から支援する小
児保健医療体制を構築する

農業振興費 農業振興事業 41,960 農業振興費 69,671
農作物鳥獣害防止対策事業費補助金 中山間地域等直接支払交付金 69,209

項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容 予算額

新規就農者に対して、経営が安定するま
での最長３年間、資金を補助する。ま
た、設備等を導入する場合は、その経費
の一部を補助する

地域共同で行う農業の多面的機能を支え
る活動や、農地、水路、農道等の質的向
上を図る活動を支援する

農業土木費 7,545
援農者宿舎改修費補助金 2,000 農業生産基盤整備事業費補助金 4,545

4,923 農業生産条件の不利な中山間地域等にお
いて、集落単位で農地を維持・管理して
いくため協定を結び、交付金を交付する

野生鳥獣から農作物を守るために、防護
柵等の設置にかかる資材費等に対して補
助を行う

16,672
27,000 多面的機能支払交付金 16,664

千田東地区畑地かんがい施設整備 26,000
かん水ポンプの更新およびモーターの
オーバーホールを実施する経営継承応援事業補助金 2,500

農業の担い手として幅広い人材を確保す
るため、国の支援策の対象とならない新
規就農者に対して資金支援を行う

林業総務費

援農者の宿泊場所として、空き家等を改
修する費用の一部を補助する 3,500

ため池調査業務委託料 3,500
ドローン農薬散布実施支援補助金 500 農業用ため池（２池）の劣化調査業務を

委託する農業者の農薬散布に係る労力軽減のた
め、ドローンによる農薬散布に対し補助
を行い、ICTを活用した農業を推進する

土地改良
事業費

30,233

7,511
近年増加しているイノシシなどの有害鳥獣
捕獲への謝礼等対策費用

19



商工総務事務事業 地域ブランド推進事業
紀文まつり補助金

商工活性化事業
事業所魅力発信支援事業費補助金

ふるさと応援寄付金事業
ふるさと応援寄付記念品

創業支援補助金
ふるさと応援基金積立金

観光施設管理事業

水産振興事務事業
浜のうたせ５周年事業補助金

万博誘客推進事業
デジタルプロモーション事業委託料

水産振興事業
漁業用燃油支援補助金

水域環境保全創造事業
水域環境保全創造事業委託料

漁港施設管理事業

道路維持補修事業 河川改良事業
道路修繕費

初島都市下水路事業

道路舗装工事費

箕島都市下水路事業
市道整備事業

幹線市道整備工事費（１件）
地区内道路整備工事費（２件）

公園管理事業

街路整備事業

（内川港線）
下水道整備事業

下水道修繕料
防災道路整備事業 下水道改良工事費（７件）

住宅総務事務事業
住宅リフォーム工事費補助金

商工水産費
（単位：千円） （単位：千円）

項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容

商工振興費 12,000

6,000

予算額

商工総務費 4,596 地域ブラン
ド振興費

13,848
4,200 ALL ARIDA協議会2025補助金

市内の中小企業者に対し、自社の魅力や
製品をＰＲするための動画等製作にかか
る経費の一部を補助する

ふるさと応
援寄付費

4,466,946

1,800,000
市外からふるさと応援寄付をいただいた
方へ記念品を贈呈する6,000

紀文まつりの実施にあたり、実行委員会
に対し補助を行う

5,200
2025大阪・関西万博をチャンスと捉
え、誘客促進、有田市の認知度向上・販
路拡大に向けた取組を行う協議会に対し
補助する

水産振興費 1,072
670

市内で創業する方に、創業時に係る経費
の一部を補助する

2,010,438
有田市を応援したいという思いのもとに
寄せられた寄付金を適正に管理運用する
ため、基金に積み立てる

観光費 12,094
ウエノ公園植樹事業委託料 1,000

企業からの寄付金を活用し、ウエノ公園
内に桜を植樹する

41,611
箕島漁港浚渫工事費 36,300

土 木 費
（単位：千円） （単位：千円）

浜のうたせが開業５周年を迎えるにあた
り実施されるイベントに対して補助を行
う

有田市を含む５市で各自治体の特色ある
食材を使った共創おにぎりブースを大
阪・関西万博に出展する

4,700
海底に堆積したごみ等を除去処理して漁
場機能の回復を図る

インバウンド受入環境整備補助金 3,000
HPの多言語案内やキャッシュレス決済導
入等のインバウンド受入環境の整備を行
う事業者に対し、費用の一部を補助する

漁港管理費

15,346

6,000
20,000

燃油高騰による漁業者の経費負担を軽減
させるため、燃油費用の一部を補助する

共創おにぎり実行委員会負担金 5,000

海外市場向けに広告配信を行うことで観
光ポータルサイト「VISIT ARIDA」への
アクセスを促進し、インバウンド誘客を
行う

4,700

24,597

道路維持費 189,015 河川改良費 25,000
26,000 河川改良工事費（３件） 15,000

項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容 予算額

市道路面性状調査の結果を受けて路面不
良箇所の舗装工事を行う 34,200

道路新設
改良費

661,068 雨水公共下水道計画設計業務委託料
5,000 34,200

都市下水道費 87,500
道路橋補修詳細設計業務委託料 20,000 雨水による浸水被害が著しい初島排水区2号

幹線の整備を行う100,200

道路橋定期点検委託料 17,000

56,027

43,800 浸水対策を計画的に進めることを目的とし
たシミュレーション及び方針の検討を行う逢井地区アクセス道路新設工事費

120,000 公園費 37,955

36,500
470,000 市民生活の基盤となる都市計画道路の整備

新市立病院移転建設にあたり周辺国道と
の取付道路の新設工事を行う

8,000

大規模災害時等に、道路交通網が寸断さ
れた場合の代替道路として、逢井地区と
みかん海道を結ぶアクセス道路の新設工
事を行う

健康スポーツ公園指定管理料 24,000
健康スポーツ公園の運営に民間の力を活
用し、市民の健康増進とスポーツ振興を
図る

国道42号取付道路整備委託料 街路事業費

36,500
下水道整備費 64,680

市道979号線 （初島町里地区） 6,500 15,000

23,500 50,600
市道990号線 （初島町里地区） 16,000 住宅総務費

不良空家等除却補助金 40,000
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救急・救助活動事業 消防施設整備事業

消防団活動事業

教育振興事業 図書館運営事業
図書等の購入

文化振興事業
文化芸術振興事業委託料

文化財保護事業

文化福祉センター管理運営事業
小学校管理運営事業

建物修繕料
くまの古道ふれあい施設管理運営事業

小学校教材整備事業 修繕料（空調機等）
学校図書購入等

特別展開催事業
小学校施設整備事業

市民会館管理運営事業

中学校管理運営事業 学校給食センター運営事業
スクールバス運行業務委託料 学校給食調理業務委託料

学校給食センター管理事業
中学校通学費補助金 修繕料（熱風消毒空調装置送風機等）

中学校教材整備事業 空調機設置工事設計業務委託料
学校図書購入等 社会体育施設管理事業

修繕料（トイレの洋式化等）
社会体育施設指定管理料

市民水泳場管理運営事業
市民水泳場指定管理料

公民館管理運営事業
修繕料（LED照明器具取替等）

予算額

常備消防費 12,452 消防施設費 176,457
救急備品（静脈可視化装置等） 1,425 救助工作車（１台） 101,920

項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容

予算額

教育指導費 115,404 図書館費 60,723
万博国際交流プログラム事業委託料 24,967

火災時や風水害時の地域防災の中核として
の活動に要する経費

県内統一の消防救急デジタル無線システ
ムを更新整備するための負担金

教 育 費
（単位：千円） （単位：千円）

項目 おもな内容 予算額 項目 おもな内容

2,804
小中学生の修学旅行費用を補助する 看板作成委託料 1,038

10,000 寄付金及びふるさと応援基金を活用し、
図書館資料の充実を図る2025大阪・関西万博を契機に万博参加

国であるアラブ首長国連邦と継続的な国
際交流を推進する

文化振興費 12,603
10,000

修学旅行費補助金 17,568

学校管理費
(小学校)

218,154 空調設備改修設計業務委託料 7,000
43,022

校舎、屋内運動場、プールの修繕 資料館費

文化福祉
センター費

59,026

宮原・糸我地区から通学する生徒のため
のスクールバスを運行する

6,395
8,659 4,495

1,829
12,108 有田地方の陶磁器を中心とした展示「陶工

仙馬」を行う

電車通学する生徒の電車運賃を補助する 11,617

水泳場費

211,578
22,869 52,800

48,357
保田小学校屋内運動場 4,220 市民の交流と、身近に文化芸術に触れるこ

とができる場を提供する糸我小学校屋内運動場 3,157

田鶴小学校屋内運動場 3,512 市民会館費

宮原小学校特別教室 1,219

31,329
有田地方・和歌山県中学校大会参加者補助金

10,946 3,231

22,324
3,017

10,523
4,433 19,000

こども未来基金積立金 5,000
未来を担うこどもたちの知識向上及び国
際交流等のための基金を積み立てる

4,223救助備品（空気軽量ボンベ14本等）

公民館費 55,791 屋内水泳場「えみくるARIDA」の運営に
民間のノウハウを活用し、市民の健康増
進とスポーツ振興を図る

2,892

文化財に関する説明を記載した看板を作
成する

県消防救急デジタル無線整備事業負担金
72,562

（単位：千円）

消防団費 21,358

消 防 費
（単位：千円）

79,883
79,000

社会体育
施設費

学校管理費
(中学校)

122,386 学校給食
センター費

空調機設置工事設計業務委託料

中学校全国・近畿大会参加者補助金 9,739
九州・長野・滋賀において大会開催
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◎  国民健康保険特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

◎  初島財産区特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

△ 3,784

0 △ 89,576

△ 3,097680,257 683,354 67,485 71,269

　国民健康保険被保険者に対して必要な保険給付等を行うために要する経費。

比較 比較款
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
款

令和７年度
予算額

令和６年度
予算額

450 450 2,793,852 2,883,428使用料及び手数料

国民健康保険税

保険給付費

△ 4,674

1,010 1,010

△ 70,9192,847,711 2,918,630 69,821 74,495

1,080 70 1,080 70

106

0 △ 110

△ 17,503421,278 438,781 113 7

1 1 3,141 3,251

△ 383

△ 1

△ 1,0127,651 8,663 4,200 4,583

0 1

4,049,9503,958,429

118

款
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
款

令和７年度
予算額

令和６年度
予算額

4,095

1 1 100 100

116

0

歳出合計 4,314 4,196

予備費

公債費

総務費

1 1 0 1,018,737 1,012,846 5,891

1 1 0 3 1 2

△ 91,521

　旧初島町の財産の管理に要する経費。

比較

△ 91,521

比較

歳入合計 3,958,429 4,049,950 歳出合計

4,211

国民健康保険
事業費納付金

繰越金

総務費

8.

7.

6.

5.

4.

3.

2.

1.

共同事業拠出金

予備費

諸支出金

公債費

基金積立金

保健事業費

7.

6.

5.

4.

3.

2.

1.

3.

2.

1.

3.

2.

1.

諸収入

繰越金

財産収入

0

1184,312 4,194

繰入金

財産収入

県支出金

国庫支出金

8. 諸収入

118歳入合計 4,314 4,196

６．特別会計
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◎  介護保険特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

◎  後期高齢者医療特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

△ 110

42,087 △ 8,508

30,387853,156 822,769 1,865 1,975

921,295 879,208 221,511 230,0194. 地域支援事業費

基金積立金3.

△ 584

0 163,153

2,290

81 81 3,280,953 3,117,800

650,411 648,121 88,217 88,801

保険給付費

総務費

2.

1.

　高齢者の介護を社会全体で支えあう介護保険制度に基づき、要介護（要支援）認定を受けた方に保険給付を行うと
ともに、高齢者の介護予防等を目的とした地域支援事業を実施していくために要する経費。

比較 比較款
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
款

令和７年度
予算額

令和６年度
予算額

1,000

229 0

26,389507,955 481,566 4,005 3,005

253 24 1,000 1,0006.

5.

予備費

諸支出金

0

53,127636,955 583,828

1 1

300 300 0

26,588935,712962,30006060

4.

3.

2.

18,375 16,363

28,600 28,600歳入合計 982,606 954,006 歳出合計 982,606 954,006

0

145

△ 2,094561,996 564,090 1,631 1,631

2,370 2,225

2,01230,549

154,951

44227,444 27,002

歳入合計 3,597,551 3,442,600 歳出合計 3,597,551 3,442,600

5.

4.

3.

2.

1.

県支出金

支払基金交付金

国庫支出金

使用料及び手数料

保険料

5.

4.

3.

2.

1.

諸収入

繰越金

繰入金

財産収入

9.

8.

7.

6.

　７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害があり和歌山県後期高齢者医療広域連合の認定を受けた方
の保険給付等に要する経費。

比較 比較款
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
款

令和７年度
予算額

令和６年度
予算額

154,951

諸収入

繰越金

繰入金

使用料及び手数料

後期高齢者医療
保険料

予備費

諸支出金

後期高齢者医療
広域連合納付金

総務費418,179 387,630

1 1 0

1.
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収益的収入及び支出

1.

2.

1.

2.

3.

資本的収入及び支出

1.

2.

3.

4.

1.

2.

業務予定量の内容

 【主要事業の概要】

1

安全で快適な水道水を安定的に供給するため、配水管の新設及び老朽管の耐
震管等への布設替工事を計画的に進めます。

◎浄水・配水施設整備事業

34,496千円

老朽化した浄水・配水施設設備を更新します。

更新　　165,000千円 （10箇所）　Ｌ＝1,240ｍ

給 水 戸 数 12,600 戸

年 間 総 給 水 量 4,800,000 ｍ3

一 日 平 均 給 水 量 13,151 ｍ3

◎配水管布設・布設替事業（新設・老朽管）

新設　　 16,000千円 （2箇所）　 Ｌ＝150ｍ

企業債償還金 112,132 113,638 △ 1,506

資 本 的 支 出 357,969 387,437 △ 29,468

建 設 改 良 費 245,837 273,799 △ 27,962

国 庫 補 助 金 15,000 1 14,999

補 償 金 5,000 7,137 △ 2,137

企 業 債 80,000 55,000 25,000

出 資 金 10,157 1 10,156

予 算 額 増 減 額

資 本 的 収 入 110,157 62,139 48,018

区　　分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較
予 算 額

予 備 費 1,000 1,000 0

（単位：千円）

営 業 費 用 440,431 428,681 11,750

営 業 外 費 用 37,505 35,843 1,662

営 業 外 収 益 27,153 25,061 2,092

事 業 費 用 478,936 465,524 13,412

事 業 収 益 499,926 497,586 2,340

営 業 収 益 472,773 472,525 248

上　水　道　事　業　会　計　予　算

（単位：千円）

区　　分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較
予 算 額 予 算 額 増 減 額

７．企業会計７．企業会計
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収益的収入及び支出

1.

1.

2.

3.

資本的収入及び支出

1.

2.

3.

4.

5.

1.

2.

3.

【主要事業の概要】

　

　

令和７年度予算額
建設改良費（3,031,286千円）内訳

新有田市立病院建設事業費
　建設工事監理業務分 　     26,492千円
　建設工事分　　　　    2,892,600千円

医療機器整備事業費          112,194千円

◎新有田市立病院建設事業（令和８年11月完成・令和９年３月開院予定）

  南海トラフ地震災害を想定し、防災ヘリが離発着できる屋上ヘリポート
や、第二種感染症指定医療機関として新興感染症にも対応できる災害拠点病
院を建設します。

退職手当債償還金 130,000 130,000 0

企業 債償 還金 47,172 64,643 △ 17,471

建 設 改 良 費 3,031,286 1,575,506 1,455,780

資 本 的 支 出 3,208,458 1,770,149 1,438,309

その 他負 担金 11,440 11,114 326
県 補 助 金 8,591 0 8,591

一般会計出資金 33,577 34,758 △ 1,181
一般会計負担金 181,110 190,248 △ 9,138

資 本 的 収 入 3,247,318 1,790,820 1,456,498

企 業 債 3,012,600 1,554,700 1,457,900

（単位：千円）

区　　分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較
予 算 額 予 算 額 増 減 額

医 業 外 費 用 36,922 10,462 26,460

予 備 費 1,000 1,000 0

事 業 費 用 555,190 587,096 △ 31,906

医 業 費 用 517,268 575,634 △ 58,366

事 業 収 益 402,487 428,267 △ 25,780

医 業 外 収 益 402,487 428,267 △ 25,780

病　院　事　業　会　計　予　算

（単位：千円）

区　　分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較
予 算 額 予 算 額 増 減 額

構造 鉄筋コンクリート造（免震構造）　

規模 地上4階 + 塔屋2階建て

延床面積 11,391.95㎡

病床数 124床
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収益的収入及び支出

1.

2.

1.

2.

3.

資本的収入及び支出

1.

2.

1.

2.

業務予定量の内容

 【主要事業の概要】

矢櫃地区　 5,830千円（水中撹拌ポンプ１基、マンホールポンプ２基、

予 備 費 1,500 1,500 0

建 設 改 良 費 8,140 7,404 736

補 助 金 8,854 7,404 1,450

資 本 的 収 入 8,855 7,405 1,450

企業債償還金 36,820 34,458 2,362

資 本 的 支 出 44,960 41,862 3,098

負 担 金 1 1 0

区　　分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較
予 算 額 予 算 額 増 減 額

特 別 損 失 0 34 △ 34

（単位：千円）

営 業 費 用 44,446 44,228 218

営 業 外 費 用 6,025 6,723 △ 698

営 業 外 収 益 76,342 75,982 360

事 業 費 用 51,971 52,485 △ 514

79,370 78,470 900

営 業 収 益 3,028 2,488 540

事 業 収 益

　　　　　　　　　　　自動微細目スクリーン１基交換）

逢井地区　 2,310千円（脱窒槽水中撹拌機２基）

老朽化した集落排水処理施設の機器類を更新します。

漁　業　集　落　排　水　事　業　会　計　予　算

一日平均有収水量 44 ｍ3

◎漁村総合整備事業費補助事業

水 洗 化 戸 数 88

年 間 有 収 水 量 16,200 ｍ3

戸

区　　分
令 和 ７ 年 度

（単位：千円）

令 和 ６ 年 度 比 較
予 算 額 予 算 額 増 減 額
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